
首都圏への人口集中の国際比較
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○ 欧米諸国、東アジア諸国と比べて、日本は、総人口における
首都圏人口の割合が突出して高い状況。

(備考) UN World Urbanization Prospects The 2011 Revisionより作成。
(注) 各都市の人口は都市圏人口。ドイツ（ベルリン）、韓国（ソウル）は都市人口。

日本（東京）の値は2005年国勢調査「関東大都市圏」の値。中心地（さいたま市、千葉市、特別区部、横浜市、川崎市）とそれに隣接する周辺都市が含まれている。
＜参考＞韓国はＫＯＳＩＳ（韓国統計情報サービス）のソウル、インチョン、京畿道の合算値。 ［資料出所］国土交通省国土政策局「国土のグランドデザイン2050」（平成26年７月４日）の関連資料



地域間人口移動に関する国際比較

2［資料出所］財務省財務総合政策研究所 「フィナンシャル・レビュー」 平成29年第３号（通巻第131号）2017年６月
「人口減少、雇用、繁栄：日本全体で質の高い仕事を創出するための条件」より抜粋

○ 人口移動の状況は国によって異なる。

各国内の主要都市（都市圏）

（日本）

（韓国） （アメリカ） （スペイン） （イギリス）



都道府県別留学生数（平成２９年５月１日現在）

出典：独立行政法人日本学生支援機構（JASSO)公開資料よりまち・ひと・しごと創生本部事務局にて作成
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高等教育機関

日本語教育機関

全国の留学生数：267,042人
（内訳）
高等教育機関： 188,384人
日本語教育機関：78,658人

（人）

※高等教育機関：大学院、大学（学部）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）、準備教育課程
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平成28年度外国人留学生進路状況調査

出典：独立行政法人日本学生支援機構（JASSO)公開資料よりまち・ひと・しごと創生本部事務局にて作成

※「その他」には、卒業（修了）後引き続き就職活動中の者等を含む。
※ 「不明」とは、進路がわからない者をいう。

（上段：留学生数（人）／下段：構成比）

就職 進学 その他 計
534 49 670 1,253 1,361 140 2,754 321 3,075

19.4% 1.8% 24.3% 45.5% 49.4% 5.1% 100.0%

3,205 1,559 1,063 5,827 3,216 331 9,374 616 9,990
34.2% 16.6% 11.3% 62.2% 34.3% 3.5% 100.0%

321 56 110 487 403 42 932 71 1,003
34.4% 6.0% 11.8% 52.3% 43.2% 4.5% 100.0%

4,550 1,871 1,000 7,421 3,129 336 10,886 804 11,690
41.8% 17.2% 9.2% 68.2% 28.7% 3.1% 100.0%

221 113 33 367 80 2 449 5 454
49.2% 25.2% 7.3% 81.7% 17.8% 0.4% 100.0%

17 128 2 147 19 0 166 0 166
10.2% 77.1% 1.2% 88.6% 11.4% 0.0% 100.0%

5,532 8,632 3,018 17,182 2,467 78 19,727 211 19,938
28.0% 43.8% 15.3% 87.1% 12.5% 0.4% 100.0%

113 1,860 22 1,995 274 2 2,271 11 2,282
5.0% 81.9% 1.0% 87.8% 12.1% 0.1% 100.0%

14,493 14,268 5,918 34,679 10,949 931 46,559 2,039 48,598
31.1% 30.6% 12.7% 74.5% 23.5% 2.0% 100.0%

(参考）　日本語教育機関

就職 進学 その他 計
2,345 34,221 1,193 37,759 4,940 118 42,817 286 43,103
5.5% 79.9% 2.8% 88.2% 11.5% 0.3% 100.0%

卒業（修了）
留学生総数

進路状況

出身国
（地域）

日本・出身国
（地域）以外

小計 不明
卒業（修了）
留学生総数

日本語教育機関

高等専門学校

専修学校（専門課
程）

準備教育課程

計

学種
日本国内

博士課程

修士課程

専門職学位課程

大学（学部）

短期大学

日本国内
出身国（地域）

学種 日本・出身国
（地域）以外

小計 不明
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○ 日本再興戦略改訂2016 （平成28年6月2日閣議決定）において、

「外国人留学生の日本国内での就職率を現状の３割から５割に向上させる」と

している。

【日本再興戦略改訂2016 （平成28年6月2日閣議決定）（抜粋）】
Ⅲ イノベーション・ベンチャー創出力の強化、チャレンジ精神にあふれる人材の創出等
２．多面的アプローチによる人材の育成・確保等 ２－３．多様な働き手の参画
（２）新たに講ずべき具体的施策 ⅳ）外国人材の活用
②外国人留学生、海外学生の本邦企業への就職支援強化

外国人留学生の日本国内での就職率を現状の３割から５割
に向上させることを目指し、留学生に対する日本語教育、中長
期インターンシップ、キャリア教育などを含めた特別プログラムを各
大学が設置するための推進方策を速やかに策定し、（中略）
来年度より、各大学が同プログラムを策定することを支援する。

【参考】留学生の卒業後の進路希望と就職状況
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基本目標（成果指標、2020年）

①生産性の高い、活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取

組

・地域の技の国際化、地域の魅力のブランド化、地域のしごとの高度化

・創業支援・起業家教育、事業承継の円滑化、事業再生、経営改善支

援等

・地域経済牽引事業の促進、近未来技術の実装、生活産業の実装等

②観光業を強化する地域における連携体制の構築

・DMOを核とする観光地域づくり・ブランディングの推進、受入環境整備

・多様な地域資源（文化、スポーツ、産業遺産等）を活用したコンテンツ

づくり

③農林水産業の成長産業化

・輸出プロモーション・ブランディング戦略の立案・実行、農村地域への

産業の導入の促進等に関する法律による雇用と所得の創出

④地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策

・「プロフェッショナル人材戦略拠点」の活用促進等

主な施策

① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人 現状：18.4万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合

2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：94.3％（2016年）

全ての世代の割合：94.5％（2016年）

◆女性の就業率 2020年までに77%：72.7％（2016年）

○農林水産業の成長産業化

・６次産業化市場10兆円 ：5.5兆円（2015年度）

・農林水産物等輸出額 １兆円：7,502億円(2016年)

○観光業を強化する地域における連携体制の構築

・訪日外国人旅行消費額8兆円：3兆7,476億円（2016年）

・世界水準のDMOの形成数100

○地域の中核企業、中核企業候補支援

・3年間で2,000社支援（地域未来投資促進法の活用等）

・地域中核企業候補等の先導的プロジェクトを5年間で

1,000支援し、平均売上高を５年間で３倍（60億円）

主要施策とKPI

まち・ひと・しごと創生「総合戦略（2017 改訂版）」（しごとづくり関係）

※平成26年12月27日閣議決定 平成29年12月22日改訂
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ローカル・ブランディング（地域の魅力のブランド化）
民間投資を呼び込める先導的地域商社事業の開始・拡大
日本版DMOを核とした地域の個性を活かした魅力ある観光地域づくり
地域の農林水産物・食品の輸出拡大および世界への魅力発信

ローカル・イノベーション（地域の技の国際化）
地域の中核企業候補等が取り組もうとする先導的プロジェクトに対する

グローバル・ネットワーク協議会※１等による事業化戦略・販路開拓支援

ローカル・サービス生産性の向上（地域のしごとの高度化）
サービス生産性向上に向けた各種取組※2への支援

ソ
ー
シ
ャ
ル
ベ
ン
チ
ャ
ー※

3

の
活
用
促
進

地域資源を活用した「しごと」づくり

一次産品や観光資源、スポーツ資源、ものづくり技術など、優れた地域資源を活用した魅力あ
る「しごと」の創出を進める。

以下のような具体的施策に対し、「しごと」づくりへの挑戦を地方創生推進交付金等により支
援する。

地
域
経
済
を
牽
引
す
る
事
業
へ
の
投
資
促
進

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
の
獲
得
支
援

冷凍補助装置を活用した
ブランド牡蠣（島根県海士町）

炭素繊維市場作りの一翼を担う
小松精練の”fa-bo”（石川県小松市）

優れたサービスの横展開を促す
日本サービス大賞の実施

※3 補助金依存体質に陥らないよう、社会性と事業性の両立を目指し、明確なビジネスモデルと堅実な事業ガバナンスによって
民間の資金を呼び込める持続可能な社会的事業を開発・実施する事業者

※1 国際市場に通用する事業化等に精通した専門家であるグローバル・コーディネーターを組織化した推進組織。
※2 サービス大賞等を通じた先進事例の普及、サービス人材の育成、サービス生産性向上に取組む自治体の連携促進等
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若者を中心とした地方における「しごと」づくり
―創業支援・事業承継支援―

◆地方こそチャンスがあると若者たちが感じられるよう、あらゆる政策手段を総動員し、地方
におけるしごとづくり（創業・事業承継等）を推進

◆若者ならではの、斬新なアイデアで地方の魅力を活かした創業を支援

◆団塊世代の経営者の引退時期を控え、今後10年間は、事業承継問題に集中的に取り組む

◆地方公共団体による創業支援・事業承継
の先導的な取組を、地方創生推進交付金

等により積極的に支援

後継者に悩む
事業者

外部経営人材

プロ
フェッショナル
人材戦略拠点

事業引継ぎ
支援センター

連携してマッチング

【事業引継ぎ支援センターと「プロ人材拠点」の連携】

【地方創生推進交付金を活用したベンチャー支援】

岡山県西粟倉村 ローカルベンチャースクールの様子

◆地域の事業承継ニーズに応え、事業引継ぎ支
援センターと「プロフェッショナル人材戦略

拠点」が連携して、外部の経営人材をマッチ

ング

＜西粟倉村の取組の成果＞
○ 移住起業者：29名、新規事業による雇用創出：89名（平成21年～平成28年）
○ ローカルベンチャー売上額：１億円（平成21年）→9.4億円（平成28年） 8



優良事例の深掘り・横展開を図るとともに、「情報支援」「人材支援」「財政支援」の

「３本の矢」による地域支援により、全国的な取組水準の引き上げを図る。

2020年までに全国で世界水準のＤＭＯ（先駆的インバウンド型ＤＭＯ）

を100組織形成することを目指す

日本版ＤＭＯ登録制度における登録法人数は順調に増加（※）しており、先進的な取組を進める

ＤＭＯが現れ始めている一方で、観光地経営に係るノウハウや人材の不足など、課題を抱えている地域

も少なくない。

・ＤＭＯの活動を支援する

システム・ツール

「ＤＭＯネット」の提供

人材支援 財政支援情報支援

※日本版ＤＭＯ登録数：70法人、日本版ＤＭＯ候補法人登録数：128法人（H30.3.30時点）

・「地方創生カレッジ」の
提供による人材育成の支援

世界水準のＤＭＯ（先駆的インバウンド型ＤＭＯ）の形成・確立に向けて

・地方創生推進交付金 等

（注）DMO：Destination Management/Marketing Organization

地域の多様な関係者を巻き込みつつ、科学的アプローチを取り入れた観光地域づくりを行う舵取り役となる法人
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 各道府県は、潜在成長力ある地域企業に対し、プロフェッショナ
ル人材の採用支援活動を行う、「プロフェッショナル人材戦略拠
点」を設置し、平成28年１月頃から、本格的に活動を開始した。

 各拠点は、地域企業の経営者を対象に、成長戦略や人材戦略
への関心を引きつけるセミナー等の活動を展開しつつ、成長が
期待される企業に個別に接触し、経営者に「攻めの経営」と新た
な事業展開を促すことで、プロ人材に対する有望かつ明確な
ニーズを発掘し、人材市場に発信する。

 地域金融機関や各種支援機関等とも、有望企業の発掘やその
成長戦略の策定などで積極的に連携。各地の拠点同士で協力
しながら、都市部の大企業との人材交流の拡大や都市部のプ
ロ人材に対する地域経済の潜在力アピールなどの活動を展開。
日本人材機構や、人材ビジネス事業者とも密接に連携しつつ、
様々な形で、プロ人材の還流実現に取り組む。

連 携

地方の企業
（特に中堅・中小）

経営サポート人材

専門人材

経営人材

販路開拓人材

都市圏などの
多様なプロ人材

地域金融機関 等

連携

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル
人 材 戦 略 拠 点

プロフェッショナル人材戦略マネージャー

人材還流(転職)

「守りの経営」に埋もれる
潜在力の高い企業の発掘

「攻めの経営」への転換、
事業戦略具体化

プロフェッショナル人材
ニーズの明確化

プロ人材
活躍の場!!

大企業
人事部等

産業雇用安定センター

大企業との連携に基づく人材交流（出向・研修など）

人材ビジネス事業者

日本人材機構

プロフェッショナル人材事業
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成約件数と相談件数の推移

成約件数（累計） 相談件数（累計）

（相談件数）
（成約件数）

製造業
61%

卸売業・小売業
9%

サービス業
8%

建設業
5%

情報通信業
5%

運輸業
2%

宿泊業・飲食業
2%

不動産業
2%

その他
6%

【プロ人材受入企業業種】

20歳代
13%

30歳代
29%

40歳代
30%

50歳代
23%

60歳代以上
5%

生産性向上
35%

販路拡大
23%

経営管理
19%

事業分野拡張
12%

その他
11%

【プロ人材の年代】

【プロ人材のミッション】

平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年
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